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バンダイナムコグループ紹介

従業員数 11,457名

売上高 13,482億円

営業利益 1,895億円

2025年度実績（連結）



2025年4月 退職給付制度改定

✓2025年4月 国内グループ28社（約7,000名）の退職
金制度を企業型確定拠出年金（DC）に統一

✓従来は各社それぞれに退職金制度を構築（DB・退職一時
金・前払退職金等）

✓多様な働き方に対応した制度とすることで、グループ社
員とのつながりを強化

（2025年4月21日付 弊社プレスリリース）



制度改定の背景・目的

①グループ間での人材交流を活発化
⇒転籍時の退職金清算を不要に

②貢献に対して公平でシンプルな制度
（新卒から定年まで在籍を前提としない）

③ 2024年12月の企業年金にかかる法改正
今後の改正も見据えた現状に即した制度

④ DB制度の継続による財務リスクの低減

DC制度を最大限活用



制度改定の概要

【変更前】※DB＋DCの例 【変更後】

過去分（DB・一時金等）は凍結し、将来分をDC100%に変更
（拠出限度額を超過する場合は退職一時金として積立）

横軸：年齢
高さ：その時点での退職金水準

※年間拠出額66万円
 超える場合のみ



支給要件等の緩和

✓ DC事業主掛金返還は原則なし（懲戒解雇の場合のみ）

✓ 拠出限度額超過による退職一時金も原則満額支給
（自己都合退職の場合も）

勤務期間によら
ない公平な制度

人事施策との
整合性

退職給付水準を
独自に検討でき
るように

✓ 育児・介護休職中も掛金拠出を継続

✓ 事業主掛金の算定方法を「各人の月例基本給」から
「階層毎の基本給上限」に変更（一部会社のみ）

制度改定と合わせて、支給要件等のルールも一部見直しを実施



運営管理機関変更

DC統一により、従業員への投資教育強化がより重要な課題に
⇒外部コンサルによる運営管理機関評価を実施し、運管変更を合わせて実施

分類
満点

（質問数×2）
A社 B社 C社 D社

運用商品 14 12 13 13 13

運用のモニタリング 4 2 4 4 4

加入者への情報提供 4 2 4 4 3

ガバナンス・経営 10 10 10 10 10

個人情報保護 4 4 4 4 4

投資教育 6 4 6 6 6

指定運用方法 2 2 2 2 2

手数料水準 4 2 3 3 3

サービス・その他 20 12 16 17 17

■運営管理機関の評価結果（サマリー）



運用商品刷新

運管変更に伴い、運用商品を刷新
結果的にトレンドを踏まえた商品ラインナップへの見直しがスムーズに行えた

【変更前】 【変更後】



制度変更に向けての従業員周知

経営からのトップメッセージを皮切りに、段階を追って個社毎に複数回の説明を実施

2024年 5月 グループ取締役からのメッセージをグループ報に掲載
【DC制度を最大限活用することの発信】

2024年11月 個社毎に制度変更内容の説明（主に動画配信）※
【制度改定の目的・現行制度からの変更点】

2025年 2月
運用商品選択手続きに関する説明（動画配信）
拠点毎に個別相談会を開催（9日程 約200名）
【事務手続き方法の周知・個別の疑問点解消】

2025年 3月
運用商品未選択者へのメールリマインド（複数回）
最終的な商品選択率は約98%

※DC制度に初めて加入する会社にて、対面・オンラインでの説明会も実施



DC制度運営委員会の設立

社内ガバナンス強化のため、DC制度運営委員会を設立（２０２６年7月より実施）

委員
【委員長】グループ管理本部長（取締役）
【委  員】経理財務部ゼネラルマネージャー、人事部ゼネラルマネージャー
【事務局】人事部

開催時期
毎年7月
※DB資産運用委員会と合わせて実施

審議事項

✓ 資産運用状況
✓ 運用商品評価および商品見直し
✓ 投資教育の状況
✓ 従業員からの要望事項等
✓ 運営管理機関評価 等

労働組合が組織されていないため、従業員からの意見・要望等は
グループ内ポータルサイト意見箱、個別相談、窓口メール等で受付



Thank you!!
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